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Ⅵ章 名古屋市を取巻く状況、他都市事例 

 

 

  



 

214 

１．名古屋市の動向（統計） 

（1）国籍別外国人市民の動向 

2024年の名古屋市の外国人市民は、５年前の 2019年と比べて 14％増加の 100,246人となり、市内人

口に占める割合が 4.30％となっています。 

国籍別では、2024年は中国、韓国・朝鮮、ベトナム、ネパール、フィリピン、ブラジルの順で多くな

っています。５年前の 2019 年と比べると、ネパールは 4,393 人増加しており、市内人口は１万人を超

えています。また、インドネシア、ミャンマー、スリランカも 2,000人以上となり多国籍化が進んでい

ます。 

図表 １-1 名古屋市の国籍別外国人市民数（2024/2019年比較） 

 

出典：名古屋市外国人住民統計（各年 12 月末現在） 

 

（2）在留資格別外国人市民の動向 

在留資格別では、2024年は永住者、専門的・技術的分野、留学、特別永住者の順で多くなっています。 

５年前の 2019年と比べて、専門的・技術的分野の在留資格が急増しています。 

図表 １-2 名古屋市の国籍別外国人市民数（2024/2019年比較） 

 
出典：名古屋市外国人住民統計（各年 12 月末現在）  
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（3）各区別の外国人市民の特徴 

各区別では、総数として、港区、中区が多くなっています。定住者は中区、港区で多く、留学は中区、

千種区、中村区、昭和区で多くなっています。技能実習は、港区、南区、中川区、緑区で多くなってい

ます。 

図表 １-3 名古屋市 各区の在留資格別 外国人市民数（2024年） 

 

出典：名古屋市外国人住民統計（2024 年 12 月末現在） 
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（4）年齢別（子ども、高齢者）外国人市民の動向 

子どもの年齢別（０～14歳、５歳階級別）では、ベトナム、ネパールにおいて全階級で２倍以上増加

しています。一方、中国の０～４歳、ブラジルの全階級、韓国の全階級では減少しています。 

図表 １-4 名古屋市の国籍別・年齢別（0～14歳、5歳階級別） 外国人市民数（2019/2024 年比較） 

出典：名古屋市外国人住民統計（2024 年 12 月末現在） 

 

 

高齢者の年齢別（60歳～、５歳階級別）でみると、中国では全階級で２倍弱の増加がみられ、フィリ

ピンでは 60～74歳で２倍以上の増加がみられます。 

図表 １-5 名古屋市の国籍別・年齢別（60歳～、5歳階級別） 外国人市民数（2019/2024 年比較） 

 

出典：名古屋市外国人住民統計（2024 年 12 月末現在） 
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（5）名古屋市民の状況（市政アンケート） 

■「多文化共生」の認知 

名古屋市の市政アンケート 1 において（名古屋市民に対し）、「多文化共生」という言葉を知っていた

かたずねたところ、「知っていた」と答えた人が 44.7％、「言葉は聞いたことはあるが、意味は知らなか

った」と答えた人が 25.7％で、あわせると、「多文化共生」という言葉を知っていた人は 70.4％となっ

ています。 

 

 

■「名古屋国際センター」の認知 

名古屋市の市政アンケートにおいて（名古屋市民に対し）、「名古屋国際センターで多言語による情報

提供・相談事業が行われていること」を知っていたかたずねたところ、「知っていた」と答えた人が 16.4％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

――――――――――――――――― 
１ 市政についての課題・要望を把握し、これらを施策に生かすため、毎回無作為抽出した 18 歳以上の市民 2,000 人を対象に

実施しているアンケート  

知っていた

44.7%

言葉は聞いたことがあるが、

意味は知らなかった

25.7%
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28.2%

無回答

1.3%
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■名古屋市が取り組むべきこと 

多文化共生のまちを実現するために、本市の取り組みとしてどのようなことが効果的だと思うかたず

ねたところ、「外国人市民に対して、生活習慣や文化の違いについての理解を深めるための支援をする」 

（47.3％）、「外国人市民が外国語で相談できる窓口を充実する」（38.2％）、「外国人市民に対して、外国

語での情報提供を充実する」（25.7％）、「外国人市民に対して、日本語の学習を支援する」（23.1％）の

順となっています。 
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２．国の動向 

（1）外国人共生社会実現に向けた環境整備 

政府においては、外国人材の受入れ・共生のための取組を、より強力に、かつ、包括的に推進してい

く観点から、平成 30年（2018 年）12月に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」を決定し、

以後、状況の変化に応じて必要な施策を追加するなどしつつ、共生社会の実現に向けた取組を推進して

きました。 

また、令和４年（2022年）６月、我が国が目指すべき外国人との共生社会のビジョン、中長期的に取

り組むべき課題としての重点事項及びその具体的施策を示す「外国人との共生社会の実現に向けたロー

ドマップ」を決定し、政府一丸となって外国人との共生社会の実現に向けた環境整備を一層推進してい

くこととしました。施策の着実な実施を図るため、その実施状況について有識者の意見を聴取した上で

点検・見直しを行い、令和５年度（2023年度）及び令和６年度（2024年度）に続き、令和７年度にも一

部変更を決定しました。 

「総合的対応策」の改訂については、これまで６回行っているところ、令和６年（2024年）６月には、

外国人材に対する受入れ環境を更に充実させる観点から、「ロードマップ」の内容も踏まえて改訂し、関

連施策を推進してきました。令和７年度は、外国人材に対する受入れ環境を更に充実させる観点ととも

に、「ロードマップ（令和７年度一部変更）」の記載内容も踏まえ改訂しました。 

「ロードマップ」は、令和８年度（2026 年度）までの５年間で目指すべき方向性や目標（KPI）を定

めたもので、具体的なビジョンを示している一方、「ロードマップ」で示された目標を達成するため、単

年度に実施するべき施策をまとめたものが「総合的対応策」という関係性にあります。 

 

 

外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ（令和７年度一部変更）（概要） 

◼ 目指すべき外国人との共生社会のビジョン（三つのビジョン） 

安全・安心な社会 多様性に富んだ活力ある社会 
個人の尊厳と人権を 

尊重した社会 

これからの日本社会を共につ

くる一員として外国人が包摂

され、全ての人が安全に安心

して暮らすことができる社会 

様々な背景を持つ外国人を含

む全ての人が社会に参加し、

能力を最大限に発揮できる、

多様性に富んだ活力ある社会 

外国人を含め、全ての人がお

互いに個人の尊厳と人権を尊

重し、差別や偏見なく暮らす

ことができる社会 

◼ 取り組むべき中長期的な課題（四つの重点事項） 

１．円滑なコミュニケーションと社会参加のための日本語教育等の取組 

２．外国人に対する情報発信・外国人向けの相談体制の強化 

３．ライフステージ・ライフサイクルに応じた支援 

４．共生社会の基盤整備に向けた取組 

出典：出入国在留管理庁ホームページ 
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（2）入管法等の改正 

⚫ 「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国

管理に関する特例法の一部を改正する法律」 

送還停止効の例外規定の創設、罰則付き退去命令制度の創設、収容に代わる監理措置制度の創設、

「補完的保護対象者」認定制度の創設、在留特別許可の申請手続の創設等を内容とする「出入国管理

及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特

例法の一部を改正する法律」が令和５年６月に成立し、「補完的保護対象者」認定制度の創設について

は令和５年１２月から、送還停止効の例外規定の創設、罰則付き退去命令制度の創設、収容に代わる

監理措置制度の創設、在留特別許可の申請手続の創設などについては令和６年６月から施行されまし

た。 

 
出典：出入国在留管理庁ホームページ 

 

⚫ 「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法

律の一部を改正する法律」 

マイナンバーカードと在留カード等の一体化、技能実習制度に代わり人材育成と人材確保を目的と

する「育成就労」制度の創設、特定技能制度の適正化、監理団体の要件を厳格化し「監理支援機関」と

すること、永住許可制度の適正化等を内容とする「出入国管理及び難民認定法等の一部を改正する法

律」及び「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関

する法律の一部を改正する法律」が令和６年６月に成立し、令和８年までに施行される見通し（育成

就労制度は令和９年４月から運用開始）となっています。 
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出典：出入国在留管理庁ホームページ 
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（3）日本語教育機関認定法の成立 

日本語教育機関のうち一定の要件を満たすものを認定する制度の創設、当該認定を受けた日本語教育

機関において日本語教育を行う者の資格の創設を内容とする「日本語教育の適正かつ確実な実施を図る

ための日本語教育機関の認定等に関する法律」が令和５年５月に成立し、令和６年４月から施行されま

した。 

「認定日本語教育機関」は、教職員の体制や、施設設備、教育課程等についての認定基準を満たした

日本語教育機関で、認定の基準は、「留学」・「就労」・「生活」という日本語学習の目的に応じた三つの類

型ごとに定められており、認定日本語教育機関は、類型に応じた一定の日本語能力水準以上に学習者を

到達させるための教育課程を実施することとされています。 

認定日本語教育機関においては、原則として、登録日本語教員の国家資格を持つ者だけが日本語の指

導を行うこができます。「登録日本語教員」の資格は、日本語教育を行うために必要な知識・技能の有無

を判定する国家試験「日本語教員試験」に合格するとともに、日本語教育の現場で行う実習である実践

研修を修了した者に与えられます。 

 

 

出典：文部科学省ホームページ 
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３．他都市事例 

政令都市において、外国人市民数の上位である大阪市、横浜市、神戸市、京都市、川崎市と、近隣で

外国人市民の多い豊橋市、豊田市を対象として、多文化共生プランの策定状況を比較しました。 

 

⚫ 基本目標と施策の方針 

大阪市、川崎市、豊橋市の基本目標は、「多様な価値観や文化を認め、一人ひとりが個人として尊重さ

れ、相互に対等な関係を築き社会参加できる（一部抜粋）」（大阪府）、「人権の尊重、社会参加の促進、

自立に向けた支援」（川崎市）、「互いの国籍や文化を認め合い、誰もが安心して元気に暮らせるまちづく

り」（豊橋市）などが掲げられています。これらは、人権の尊重を施策の第一として掲げており、相互理

解と尊重のもとで共に生きる社会の実現を基本とする点に特徴があります。 

横浜市、豊田市においては、「多文化共生による創造的社会の実現」（横浜市）、「多様な市民が活躍で

きる国際まちづくりの推進」（豊田市）といった理念が掲げられています。これらは、多様な文化や背景

を持つ人々の存在を社会の活力と捉え、多様な人々にとって魅力あふれる地域社会の実現を目指し、対

等な立場で共に社会を創造していくという内容がみられます。 

京都市の「京都市国際都市ビジョン」に包含されている多文化共生の内容は、多様な文化や価値観を

持つ人々が互いに認め合い、地域社会の一員として活躍できる社会の実現とするとともに、世界の活力

の取り込みや都市ブランド力の向上、レジリエンスの強化など、国際都市としての発展に資する取組と

して位置づけています。 

神戸市の「神戸 2025ビジョン」では、「海と山が育むグローバル貢献都市」を将来像とし、多文化共

生に関しては、多様な人材の活躍、外国人住民が安心して生活できる環境整備、地域社会への参加促進

等を通じて、国際都市としての発展や魅力向上につなげる取組として位置づけています。 

 

⚫ 多文化共生の取組 

大阪市では、地域住民主体の「エリアプログラム支援事業」を通じて、外国人住民との交流や相互理

解を促進しています。モデル地域での実践をもとに、交流手法をまとめた冊子やコミュニケーションツ

ール、動画等を整備し、他地域への展開も図っている点が特徴であり、地域に根ざした実践的な多文化

共生施策が進められています。 

横浜市では、地域における生活支援や交流の拠点として、市内各所に「国際交流ラウンジ」を設置し、

生活情報提供、相談を多言語で実施するとともに、日本語教室の開催、通訳ボランティアの派遣、日本

人との交流活動などを行っています。運営には NPO法人、公益財団法人などがあたり、多くの市民ボラ

ンティアが協力しています。 

神戸市では、外国人住民が地域社会に参加する仕組みとして「外国人市民会議」が設置されているほ

か、外国人を「多文化交流員」として登録し、地域イベント等に派遣する制度が実施されています。ま

た、地域レベルでは、外国人コミュニティの代表が集まり、イベントや情報紙の発行を通じて地域の方々

と外国人コミュニティとの交流を図っています。 

川崎市においても、外国人市民の意見を市政に反映させるための「外国人市民代表者会議」の設置を

はじめ、多言語による相談・情報提供、日本語教育、地域交流、人権啓発等の施策が実施されています。 
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京都府では、地域における日本語教育について、令和６年 12月に策定した「地域における日本語教育

推進プラン（第２次）」に基づく取組を推進しており、企業の日本語教育への参画や帯同家族への学習支

援、登録日本語教員など専門人材やオンラインの活用、日本語教室の多様な機能への理解促進と支援拡

大という３つの重点アクションを掲げ、地域全体で外国人住民の日本語学習と社会参加を支える取組を

推進しています。 
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他都市における多文化共生プランの比較 
都市名 名古屋市 大阪市 横浜市 京都市 神戸市 川崎市 豊橋市 豊田市 

在留外国人数 

（「在留外国人

統計」2024年

12月末） 

100,246 

（名古屋市のみ「名古屋市外国人住

民統計」） 

192,151 130,421 62,203 60,211 57,334 22,409 22,720 

プラン名 
第 3 次名古屋市多文化共生推進プ

ラン 
大阪市多文化共生指針 

横浜市多文化共生まちづくり指針

～創造的社会の実現に向けて～ 
京都市国際都市ビジョン 神戸 2025 ビジョンに包含 川崎市多文化共生社会推進指針 豊橋市多文化共生推進計画 2024-2028 第３次豊田市国際化推進計画 

策定年 2022 年 2020 年（2024 年一部改定） 2017 年 2021 年 
2021 年（進行管理を毎年度実施、第４版

は 2024 年） 
2005 年（2008 年、2015 年、2024 年改定） 2024 年 2022 年 

基本目標 

（基本理念） 

国籍や民族などの異なる人々が、互

いを認め合い、共にしあわせに生き

ていくことができる、多文化共生都

市名古屋の実現 

多文化共生社会の実現 

「多文化共生社会」とは、多様な価値観や

文化を認め、国籍や民族、障がい、性別・性

自認・性的指向や出身などの違いを理由と

して社会的不利益を被ることがなく、一人

ひとりが個人として尊重され、相互に対等

な関係を築き、その持てる能力を十分発揮

しつつ自己実現をめざして、社会参加でき

る創造的で豊かな社会です。本指針では

前指針の考え方を継承し、引き続き「多文

化共生社会」の実現をめざします。 

多文化共生による創造的社会の

実現 

国際的な事業を展開する意義 

１．世界の活力を取り込む 

２．多様な価値観に触れる機会を生み出す 

３．国際社会における都市ブランド力を高

める 

４．都市のレジリエンスを高める 

海と山が育むグローバル貢献都市 

多文化共生社会の実現 

①人権の尊重 

②社会参加の促進 

③自立に向けた支援 

互いの国籍や文化を認め合い、誰もが安心して元

気に暮らせるまちづくり 

多様な市民が活躍できる国際まちづく

りの推進 

施策方針 

Ⅰ．生活基盤づくり 

Ⅱ．多文化共生の意義を理解し、誰

もが参画する地域づくり 

Ⅲ．多様性を活かした名古屋の活性

化・グローバル化 

（１）外国につながる市民の人権尊重 

（２）誰もが安全に安心して暮らせる 

（３）多様な価値観や文化の尊重 

（４）多様性を魅力あるまちづくりにつなげ

る 

（１）外国人が認められ、活躍でき

る「機会を創りだす」 

（２）誰もが活動・滞在しやすいよ

う「おもてなし力を高める」  

（３）外国人が抱える多様な課題

に寄り添う「つながりを広げる」 

１．世界を魅了し，多種多様な人々が集まる

まち 

２．海外都市との連携が強まり，国際社会

に貢献するまち 

３．さまざまな世代で国際交流や多文化共

生の意識が高まり、国際感覚をもった人

が育つまち 

４．多様性を生かしたまちづくりが進み，市

民の生活が豊かになっているまち 

１．魅力的な仕事の創出と産学連携による

経済成長 

２．妊娠・出産・子育て支援と特色ある教育

環境の充実 

３．多様な文化・芸術・魅力づくり 

４．災害や感染症などを踏まえた安全な社

会システムの構築 

５．安心・健康でゆとりあるくらしの実現 

６．将来にわたって持続可能な都市空間・

インフラ 

７．多様な市民の参画による地域コミュニ

ティの活性化 

１．行政サービスの充実 

２．多文化共生教育の推進 

３．社会参加の促進 

４．共生社会の形成 

５．施策の推進体制の整備 

１．多文化共生理解の促進 

２．生活環境整備の推進 

３．活力ある社会づくりの推進 

１．誰もが尊重され、暮らしやすいま

ちの実現 

（１）コミュニケーションの円滑化 

（２）住みよさの向上 

（３）外国人住民の社会参画・活躍の促

進 

２．国際社会及び地域社会で活躍でき

る人材の育成 

（１）国際交流の機会創出と人材育成 

（２）国際理解教育の促進 

（３）国際イベント等での活躍機会の創出 

施策内容 

情報の 

多言語化 

Ⅰ．１ 地域における情報の多言語

化（ICT の活用） 

①多様な言語・手段による行政・生

活情報の提供 

②外国人市民のための窓口サービ

スの充実 

１ 多様な言語・手段による情報提供、相談

対応の充実 

（１）外国につながる市民への情報発信の充

実 

（２）相談窓口の充実 

（３）窓口対応スキル及び多文化共生に関

する知識の向上 

（２）誰もが活動・滞在しやすいよ

う「おもてなし力を高める」 

②案内表示の多言語化推進と外

国人向け広報の充実 

③ＩＣＴ等を活用した情報提供体

制の充実 

④公衆無線 LAN の環境充実 

⑤通訳等ボランティア体制のさら

なる充実 

１．世界を魅了し，多種多様な人々が集ま

るまち 

②外国人研究者や技術者、起業家、留学

生等にとって魅力ある環境整備 

・外国人研究者家族等への生活に関わる

総合的な情報提供 

４．多様性を生かしたまちづくりが進み，

市民の生活が豊かになっているまち 

①多言語による情報提供・コミュニケーシ

ョン支援 

 外国籍市民総合相談窓口の充実 

 区役所窓口における多言語対応タブレッ

トの配置 

１⑪・７⑥ 在住外国人との共生の推進 

・在住外国人への情報発信及び言語サー

ビスの充実 

１（１）行政サービスの提供 

①外国人市民への平等な行政サービスの提供と施

策の検討 

②在留管理・住民基本台帳制度の周知と啓発の推

進 

③在留管理制度の課題把握と国への働きかけ 

１（２）情報提供・相談窓口 

①ICT や「やさしい日本語」を活用した情報提供の

充実 

②外国人相談体制の充実 

４（５）国際交流センターの活用 

①国際交流センターの利用促進と事業の充実 

②相談事業、翻訳、通訳サービスの拡充支援 

１－３ 協働の仕組みづくり 

12.外国人にやさしいまち「施設等認証ステッカ

ー」配布事業の実施 

２－１ 安心して暮らせる環境づくり 

16.外国人情報窓口業務の実施 

17.外国人相談業務の実施 

18.多言語対応医療機関の拡大に向けた方策の

検討・実施 

19.外国人の母子保健相談の実施 

２－２ 情報提供の充実 

26.やさしい日本語による子育て支援情報の提供 

27.行政サービスの周知を多言語・「やさしい日本

語」にて実施 

28.地域コミュニティ通訳・翻訳業務の実施 

29.「広報とよはし」の多言語化 

30.多言語でのホームページ閲覧機能の提供 

31.多文化共生情報のＳＮＳによる提供 

32.ＩＣＴを活用したごみ分別促進事業の実施 

33.外国人向け「豊橋ほっとメール」等での緊急情

報の提供 

３－２ 自立につながる支援の充実 

55.外国人税務相談会の実施 

１（１）②多言語による情報発信・相談

対応 

・多言語化ややさしい日本語の活用 

・電話・映像による外国語通訳サービス 

・コミュニケーション支援ボードの運用

（災害時） 

・多言語による 119 番通報手段の確保 

・あいち医療通訳システムの活用 

１（２）④その他生活情報等の発信 

・暮らしに役立つ様々な情報の多言語

ややさしい日本語での提供 

・多様な媒体の活用による情報発信力

強化 

日本語教育 

の推進 

Ⅰ．２ 日本語教育の推進 

①日本語及び日本社会に関する学

習機会の充実 

②地域日本語教育体制づくりの推

進 

２ 日本語教育の充実 

（１）識字・日本語学習の機会や場の充実 

（２）識字・日本語教育の充実に向けた人材

養成と教室運営支援 

（３）識字・日本語学習から広がる共生社会

づくり 

（４）識字・日本語教育の推進に向けた体制

の整備 

 

４．多様性を生かしたまちづくりが進み，

市民の生活が豊かになっているまち 

①多言語による情報提供・コミュニケーシ

ョン支援 

 日本語教育の充実 

１⑪・７⑥ 在住外国人との共生の推進 

・総合的な日本語学習プラットフォームの

構築 

２（１）就学の保障と学習支援 

③日本語指導が必要な児童生徒への生活言語・学

習言語の習得及び学習支援の充実 

２（３）地域における学習支援 

①日本語学習をはじめとした学習支援等の充実 

２－３ 子どもの学習環境の充実 

38.日本語支援や学習支援に関する教育相談の充実 

40.外国人児童生徒教育研究の実践と拡大 

42.プレスクール事業の実施 

43.外国人中学生アフタースクール事業の実施 

44.外国人児童サマースクール事業の実施 

45.外国人児童を対象とした放課後子ども教室の実施 

47.市内中学校・豊橋高等学校と、夜間中学・関

係県立高等学校との連携による日本語教育支

援充実方策の検討・実施 

３－２ 自立につながる支援の充実 

50.日本語能力試験の受験等に関する支援 

51.地域日本語教育基本方針に基づく日本語学

習機会の充実 

１（１）①外国人のライフステージに応

じた日本語学習 

・外国人の幼児向け日本語教室の開催 

・外国人児童生徒等への教育推進 

・とよた日本語学習支援システムの運

営 

・外国人のニーズに合わせた日本語学

習支援 

・「豊田市における地域日本語教育の

基本方針」に基づく施策の展開 
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都市名 名古屋市 大阪市 横浜市 京都市 神戸市 川崎市 豊橋市 豊田市 

教育 

Ⅰ．３ 教育 

①就学の促進 

②学習支援の充実 

③進路指導・キャリア教育 

３ 外国につながる児童生徒への支援の

充実 

（１）多文化共生教育の推進 

（２）母語・母文化（継承語・継承文化を含

む）の保障のための取組 

（３）日本語指導などの学習支援の充実 

（４）保護者・家庭への支援 

（５）中学校夜間学級 

（３）外国人が抱える多様な課題

に寄り添う「つながりを広げ

る」 

①ライフステージにあわせた外国

籍等の子どもとその親へのサ

ポート 

１．世界を魅了し，多種多様な人々が集ま

るまち 

②外国人研究者や技術者，起業家，留学

生等にとって魅力ある環境整備 

・ インターナショナルスクールへの支援 

４．多様性を生かしたまちづくりが進み，

市民の生活が豊かになっているまち 

①多言語による情報提供・コミュニケーシ

ョン支援 

・外国籍児童生徒等に対するサポートの実

施 

 

２（１）就学の保障と学習支援 

①義務教育年齢の子どもに対する就学権利の保障

と教育環境の整備 

②就学・学習・進路等、教育全般に関わる相談体制

の充実 

２（２）違いを認め合う教育 

③外国人学校との交流と支援の推進 

２（４）家庭へのサポート 

①外国人保護者等の状況に応じた情報提供や支援 

②母語・母文化を尊重し、家庭との連携を推進 

２－３ 子どもの学習環境の充実 

34.キャリア教育の推進 

35.外国人児童生徒初期支援コースの運営 

38.日本語支援や学習支援に関する教育相談の

充実 

39.在籍校での支援体制の充実 

41.不登校・不就学児童生徒への取組の実施 

43.外国人中学生アフタースクール事業の実施 

44.外国人児童サマースクール事業の実施 

１（２）①子育て・子どもの教育 

・外国人青少年学習支援 

・外国人の子どもの社会適応サポート 

・外国人児童生徒等への教育推進 

保健・医療・ 

福祉 

Ⅰ．４ 保健・医療・福祉サービス 

①保健・医療・福祉に関する情報提

供の充実 

②外国人患者への多言語対応 

③ヘルスケアの実施 

④母子保健、子育て支援における対

応 

⑤高齢者及び障害者等支援におけ

る対応 

⑥ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）

等への対応 

５ 健康で安心して生活できる環境づくり 

（１）公的年金・公的医療保険 

（２）福祉【高齢者、障がい者、児童、母子・

父子、女性、ドメスティック・バイオレン

ス（DV）】 

（３）保育 

（４）保健サービス・公衆衛生 

（５）医療・救急 

（３）外国人が抱える多様な課題

に寄り添う「つながりを広げ

る」 

②外国人高齢者・障害者等に対

する対応の検討 

  

１（３）年金制度 

①年金制度（脱退一時金等）の広報と加入促進 

②事業者等への外国人従業員の年金加入勧奨の

強化 

③制度的無年金者の救済と脱退一時金制度の改

善に向けた国への働きかけ 

１（４）保健・医療 

①医療機関受診時の多言語資料等の普及 

②外国人市民の母子保健の充実 

③外国人市民への健康保持や病気予防等の広報・

啓発 

④医療保険制度の広報・啓発と加入促進の推進 

⑤事業者等への外国人従業員の医療保険加入勧

奨の強化 

⑥保険未加入者の診療に伴う医療機関への医療費

対策の充実と検討 

⑦県医療通訳派遣システム事業への参加と医療通

訳の充実 

⑧医療保険制度の改善に向けた国への働きかけ 

１（５）福祉 

①福祉サービスの広報推進 

②言語や生活習慣の違いに配慮した保育環境の整

備 

③外国人高齢者・心身障害者福祉手当の充実 

④多文化配慮に基づいた介護・福祉サービスの提

供と事業者連携の強化 

⑤外国人市民に対する DV 防止・被害者支援の充実 

２－１ 安心して暮らせる環境づくり 

20.切れ目のない子育て支援事業の実施 

25.メンタルヘルス相談事業の実施 

３－２ 自立につながる支援の充実 

52.子ども・若者支援事業の実施 

53.ヤングケアラー支援事業の実施 

54.国民年金や国民健康保険、介護保険など、ラ

イフプランの構築に必要な知識の周知強化 

55.外国人税務相談会の実施 

１（２）①子育て・子どもの教育 

・多文化子育てサロンの開催 

１（２）④その他生活情報等の発信 

・高齢者福祉制度の啓発 

・医療・保険制度の啓発 

労働環境 

づくり 

Ⅰ．５適正な労働環境づくりの促進 

①企業における適正かつ円滑な受

入れ・雇用の促進 

５ 健康で安心して生活できる環境づくり 

（６）住宅・就労 

（１）外国人が認められ、活躍でき

る「機会を創りだす」 

①留学生受入れ環境の向上と外

国人の就業・起業支援 

１．世界を魅了し，多種多様な人々が集ま

るまち 

①新たな価値創出につながる京都の魅力

の深化 

・スタートアップビザを活用した外国人起業

活動の促進 

４．多様性を生かしたまちづくりが進み，

市民の生活が豊かになっているまち 

④外国籍市民等の地域での就労支援 

・「京都産学公連携海外人材活躍ネットワ

ーク」を活用した外国籍市民等の雇用促

進 

１⑩ 国際的なネットワークの構築による

外国人材の集積 

・高度外国人材の調査・発掘・開拓、介護

など資格職人材の就労支援 

４（３）市職員の採用 

①市職員の採用・任用制度のあり方の広域的な連

携と検討 

②会計年度任用職員等の外国人市民採用 

4（４）事業者への啓発 

①事業者による外国人市民の差別解消と適正雇用

の啓発 

②事業者への多文化共生推進の主体としての意識

啓発 

③意識啓発のための事業所内研修の支援 

１－３ 協働の仕組みづくり 

8.国籍にとらわれない多様な人材確保の推進 

３－３ 能力や個性（自分らしさ）を発揮できる環

境づくり 

56.外国人雇用支援の充実 

１（２）③就労 

・外国人就労支援 

・介護人材としての外国人受入れ支援 

居住 

Ⅰ．６ 居住 

①賃貸住宅への円滑な入居支援及

び共同生活に関する情報提供 

５ 健康で安心して生活できる環境づくり 

（６）住宅・就労 
   

１（６）住宅 

①住宅基本条例・居住支援制度の広報・啓発と相

談体制の充実 

②民間賃貸住宅の入居差別の解消と居住安定の

推進 

１－３ 協働の仕組みづくり 

13.住まいの確保と暮らしの支援を一体的に解決

するための体制の整備 

２－１ 安心して暮らせる環境づくり 

23.外国人居住支援の充実 

 

災害時等に備

えた体制整備 

Ⅰ．７ 災害時、感染症流行時等に

備えた体制整備 

①災害への備えと啓発 

②災害時の通訳・各種ボランティア

の育成・支援、連携・協働 

③災害時、感染症流行時の情報伝

達手段の多言語化、多様なメディ

アとの連携 

④防犯と交通安全の推進 

４ 災害に対する備えの推進 

（１）防災知識の普及・啓発 

（２）災害時の情報提供の充実 

（３）災害時の支援体制の整備 

（２）誰もが活動・滞在しやすいよ

う「おもてなし力を高める」 

①防災・医療など緊急時の外国

人対応強化 

４．多様性を生かしたまちづくりが進み，

市民の生活が豊かになっているまち 

②外国籍市民等が安心・安全に暮らせる

体制整備 

・ 防災ポータルサイトの多言語化 

 

１（７）防災 

①災害時の外国人市民への適切な情報提供や対

応が可能な体制の整備 

②外国人市民が避難所運営に参加しやすい環境づ

くりの推進 

③外国人市民への防災啓発と多言語での情報提供

の推進 

④災害時に備えた市民・ボランティア団体等との連

携強化 

２－１ 安心して暮らせる環境づくり 

21.防災意識の啓発と災害時多言語支援センター

の機能の充実に向けたマニュアルの見直し 

22.災害時翻訳・通訳ボランティアの育成・増員 

24.外国人市民向け防犯対策の検討・実施 

１（１）②多言語による情報発信・相談

対応 

・コミュニケーション支援ボードの運用

（災害時） 

・多言語による 119 番通報手段の確保 

１（２）②防災対策・緊急対応 

・外国人への防災啓発 

・外国人の所属する団体等との連絡体

制の強化 

・多言語による 119 番通報手段の確保 

外国人市民の

地域参画 

Ⅱ．1 外国人市民の地域への参画

促進 

①外国人コミュニティや支援団体と

の連携 

②外国人市民の地域への参画促進 

６ 多文化共生の地域づくり 

（４）外国人コミュニティやボランティア団体

等が活動しやすい環境づくり 

（１）外国人が認められ、活躍でき

る「機会を創りだす」 

②地域での外国人と一体となって

取り組む催し等の実施 

４．多様性を生かしたまちづくりが進み，

市民の生活が豊かになっているまち 

③外国籍市民等による地域・市民活動へ

の参加促進 

１⑪・７⑥ 在住外国人との共生の推進 

・地域コミュニティへの外国人流入の活性

化 

３（２）地域における外国人市民等の活動 

①町内会等地域組織への参画促進と相互理解の

啓発 

②外国人市民等の地域活動への参画環境の整備 

１－３ 協働の仕組みづくり 

9.外国人市民の審議会等への登用の強化 

10.外国人市民会議の開催 

15.自治会加入促進のための啓発活動の実施 
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都市名 名古屋市 大阪市 横浜市 京都市 神戸市 川崎市 豊橋市 豊田市 

交流機会の 

創出 

Ⅱ．２ 交流機会の創出 

①外国人市民・団体と連携した交流 
 

（３）外国人が抱える多様な課題

に寄り添う「つながりを広げ

る」 

③地域コミュニティと外国人のつ

ながり支援 

④関係機関等とのさらなる連携促

進 

⑤外国人の実情の把握と研修の

充実 

３．さまざまな世代で国際交流や多文化

共生の意識が高まり、国際感覚をもっ

た人が育つまち 

①グローバルな視点をもって地域の発展

に貢献する担い手の育成 

②幅広い年齢層が世界の多様な文化に触

れる機会の創出 

・友好都市青少年会議への市内学生の参

加促進 

・京都市国際交流会館における交流イベン

トの実施 

・留学生を含む学生と地域住民との交流 

 

２（２）違いを認め合う教育 

③外国人学校との交流と支援の推進 

４（５）国際交流センターの活用 

③多文化共生社会の実現や国際交流・協力を目的

とする市民グループ等の活動支援 

④就学援助、住宅相談等外国人留学生の支援の充

実と交流促進 

１－２ 相互理解と交流の促進 

4.地元懇談会等の実施 

5.相互理解と交流を図るイベントの開催 

２（１） 

・豊田市デトロイト市姉妹都市交流 

・豊田市ダービーシャー県等姉妹都市

交流 

・豊田市トレヴェリアン基金奨学生との

交流促進 

・特定の事業に基づく海外都市との交

流 

２（３） 

・国際イベントにおける交流 

・SDGs 関連事業の実施 

多文化共生の

意識啓発 

Ⅱ．３ 多文化共生の意識啓発 

①地域住民等に対する啓発 

②外国人の人権尊重に向けた啓発 

６ 多文化共生の地域づくり 

（１）多文化共生についての市民理解の促

進 

（２）生活ルールについての理解促進 

（３）多文化共生のための啓発 

（１）外国人が認められ、活躍でき

る「機会を創りだす」 

⑤差別のない社会・多様性を肯

定する社会に向けた取組 

  

２（２）違いを認め合う教育 

①多文化共生教育を外国人市民とともに推進 

②マイノリティが文化的アイデンティティを形成でき

る環境の整備 

④教職員への人権・多文化共生研修の充実 

２（３）地域における学習支援 

②外国人市民の日本社会・制度・文化への理解促

進 

４（１）市民への意識啓発 

①多様性を認め合い、差別を解消する啓発の推進 

②市民グループ等への多文化共生に関する広報・

啓発の推進 

③文化芸術活動を通じた多文化理解と文化交流の

促進 

１－１ 人権尊重の意識づくり 

1.人権尊重意識高揚の講演会・啓発の実施 

3.学校教育を通した人権教育の実施 

１－２ 相互理解と交流の促進 

7.多文化共生出前講座の実施 

２（２） 

・子ども向けの国際理解教育 

・市民向けの国際理解の促進 

・異文化理解の促進 

外国人市民の

活躍による都

市の活性化 

Ⅲ．１ 外国人市民の活躍による都

市の活性化 

①外国人市民の意見を施策に反映

させる仕組みづくり 

②外国人市民の活躍促進 

６ 多文化共生の地域づくり 

（５）外国につながる市民が活躍できるまち

づくり 

（６）市政への参加 

（７）公務員への採用 

（１）外国人が認められ、活躍でき

る「機会を創りだす」 

③母語や母国の文化を活かせる

制度 

④地域で活躍する外国人が注目

される仕組みづくり 

４．多様性を生かしたまちづくりが進み，

市民の生活が豊かになっているまち 

③外国籍市民等による地域・市民活動へ

の参加促進 

・審議会への外国籍市民委員の参加促進 

 

３（１）市政参加 

①外国人市民代表者会議の充実と施策反映 

②外国人市民の審議会等への参画促進と環境整

備 

③住民投票制度への外国人市民の参画環境整備 

 

１（３） 

・外国人の意見を聴く会の開催 

・多文化共生キーパーソンと連携したネ

ットワーク強化 

留学生の受け

入れ環境づく

り 

Ⅲ．２ 留学生の受入れ環境づくり 

①留学生の受入れ、生活支援 

②留学生の地域における就職促進 

５ 健康で安心して生活できる環境づくり 

（７）留学生への支援 

（１）外国人が認められ、活躍でき

る「機会を創りだす」 

①留学生受入れ環境の向上と外

国人の就業・起業支援 

１．世界を魅了し，多種多様な人々が集ま

るまち 

②外国人研究者や技術者，起業家，留学

生等にとって魅力ある環境整備 

・オール京都で取り組む留学生誘致と来日

直後の情報提供 

４．多様性を生かしたまちづくりが進み，

市民の生活が豊かになっているまち 

④外国籍市民等の地域での就労支援 

・ 留学生の就職・採用支援 

１⑫ ・７⑤大学などとの連携促進 

・外国人留学生の戦略的獲得と定着 

７①地域活動の活性化 

・外国人留学生と地域コミュニティとのつ

ながり強化 

４（５）国際交流センターの活用 

④就学援助、住宅相談等外国人留学生の支援の充

実と交流促進 

３－３ 能力や個性（自分らしさ）を発揮できる環

境づくり 

57.留学生パスポートの発行 

58.留学生活動支援事業の実施 

 

グローバル化

への対応、グ

ローバル人材

の育成 

Ⅲ．３ グローバル化への対応、グロ

ーバル人材の育成 

①外国人市民の視点を活用した観

光誘客 

②グローバル人材の育成・支援 

 

（２）誰もが活動・滞在しやすいよ

う「おもてなし力を高める」 

⑥ 外国人の目で見た地域の魅

力の発見と発信 

３．さまざまな世代で国際交流や多文化

共生の意識が高まり、国際感覚をもっ

た人が育つまち 

①グローバルな視点をもって地域の発展

に貢献する担い手の育成 

③京都市の国際展開を支える職員の育成 

・世界歴史都市会議ユースフォーラムの開

催 

・国際会議への市職員の参加の推進 

２④ 神戸の特色ある学び（創造的学び・

国際教育など）の推進 

・神戸市外国語大学における「世界と神戸

を結ぶ」グローバル人材の育成 

４（２）市職員等の意識改革 

①人権・多文化共生意識啓発のための市職員・教

職員への研修の充実 

②外国人市民を認識した業務遂行等、市職員の意

識啓発 

４（５）国際交流センターの活用 

⑤国際交流協会の体制強化に向けた連携の推進 

４（６）地域における多文化共生社会の形成 

①市民の自主活動や居場所づくりの環境を整備す

ることで、多文化共生社会の形成を支援 

５（１）行政組織の充実 

①施策推進のため、全庁的な会議等を中心に局間

連携・調整機能を充実 

②他都市・県との連携により施策課題等の認識を

深める 

③指針に基づく施策の進行管理及び評価 

④外国人市民の生活と意識に関する実態調査の定

期的実施 

⑤差別解消と人権侵害の防止に向けた施策の検討 

⑥多文化共生推進拠点の整備と活用 

５（２）関係機関・ボランティア団体等との連携 

①多様な主体との協働・連携による推進 

５（３）国等への働きかけ 

①外国人市民の生活に関わる法・制度改善を国・県

へ要望 

１－１ 人権尊重の意識づくり 

2.多文化共生推進主任者の配置による全庁的な

多文化共生の推進 

１－２ 相互理解と交流の促進 

6.「やさしい日本語」の普及啓発 

１－３ 協働の仕組みづくり 

11.多文化共生推進連絡協議会の開催 

14.実態調査・アンケート調査の実施 

２－３ 子どもの学習環境の充実 

36.外国の交流都市との教育交流の実施 

37.海外協力交流研修員受入事業の実施 

46.保育士向け外国人乳幼児研修の実施 

３－１ 地域を担う人材の育成 

48.日本語学習ボランティアが参加しやすい環境

づくりの検討・実施 

49.講師派遣人材バンク制度の実施 

３－３ 能力や個性（自分らしさ）を発揮できる環

境づくり 

59.グローバル人材の活躍事例の紹介 

 

※「京都市国際都市ビジョン」の中で、 

多文化共生に関する項目のみを抜粋
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